
令和４年度

御嵩町下水道事業会計予算





 （総　則）

第１条　令和４年度御嵩町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）整備区域内人口 人

（２）年間排水量 ㎥

（３）一日平均排水量 ㎥

（４）主な建設改良事業 新庁舎等整備関連事業

未普及対策整備事業

老朽管対策改築事業

令和４年度 御 嵩 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

１１，０００

４，８０３

１，７５３，０００
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 （収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　入

第１款　下水道事業収益 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

支　出

第１款　下水道事業費用 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

207,200営 業 収 益

650,100

442,890

10

511,669

特 別 利 益

営 業 外 収 益

590,000

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

75,366

1,965

1,000



 （資本的収入及び支出）

　

収　入

第１款　資本的収入 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

支　出

第１款　資本的支出 千円

第１項 千円

第２項 千円

90,068

414,932

505,000

3,850

企 業 債

出 資 金 144,650

他 会 計 補 助 金 11,544

37,800

千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６，２４２千円、過年度分損益勘定留保資金６，５５２千円、当年度分

損益勘定留保資金２２９，４２１千円及び繰越利益剰余金処分額６１，７８５千円で補てんするものとする。）。

201,000

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３０４，０００

補 助 金

受益者負担金及び分担金 3,156

建 設 改 良 費

償 還 金
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（企業債）

（単位：千円）

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

35,400

流域下水道事業負担金 2,400

証書借入

利　　率 償 還 の 方 法

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には
その債権者と協定するものによ
る。ただし、企業財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を短縮
し、若しくは繰上償還し、又は低
利に借換えすることができる。な
お、起債の全部又は一部を翌年度
へ繰越して借り入れることができ
る。

３．０％以内（ただ
し、利率見直し方式
で借り入れるものに
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率）

計 37,800

公共下水道建設事業

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法



 （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

 （議会の議決を経なければ流用することができない経費）

（１）職員給与費 千円

 （他会計からの補助金）

 （利益剰余金の処分）

第１０条　繰越利益剰余金６１，７８５千円は、次のとおり処分するものと定める。

（１）減債積立金 千円61,785

場合における項間の流用

３９，６７３千円並びに企業債償還に伴う企業債利息１５，４３２千円である。

26,637

　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、人件費２６，０９７千円及び人件費負担金５，１２４千円、減価償却費

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

（１） 第１款下水道事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用、第３項特別損失に係る予算額に過不足を生じた

（２） 第１款資本的支出のうち、第１項建設改良費、第２項償還金に係る予算額に過不足を生じた場合における項間の流用
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御嵩町下水道事業会計予算説明書





収　入 （単位：千円）
款 項 目  予 定 額 備    考

１．下水道事業収益 650,100
１．営業収益 207,200

１．下水道使用料 206,000
２．その他営業収益 1,200

２．営業外収益 442,890
１．受取利息及び配当金 1
２．他会計負担金 254,024
３．他会計補助金 74,782
４．長期前受金戻入 102,535
５．雑収益 10,987
６．消費税還付金 561

３．特別利益 10
１．過年度損益修正益 10

支　出 （単位：千円）
款 項 目  予 定 額 備    考

１．下水道事業費用 590,000
１．営業費用 511,669

１．管渠費 23,730
２. 業務費 9,501
３．総係費 27,098
４．流域下水道維持管理負担金 108,000
５．減価償却費 342,240
６. 資産減耗費 1,100

２．営業外費用 75,366
１．支払利息 69,488
２．雑支出 1,878
３．消費税 4,000

３．特別損失 1,000
１．過年度損益修正損 1,000

４．予備費 1,965
１．予備費 1,965

令和４年度　御 嵩 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出
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収　入 （単位：千円）
款 項 目  予 定 額 備    考

１．資本的収入 201,000
１．企業債 37,800

１．企業債 37,800
２．出資金 144,650

１．出資金 144,650
３．他会計補助金 11,544

１. 他会計補助金 11,544
４．補助金 3,850

１．補助金 3,850
3,156

１．受益者負担金及び分担金 3,156

支　出 （単位：千円）
款 項 目  予 定 額 備    考

１．資本的支出 505,000
１．建設改良費 90,068

１．下水道施設費 76,768
２．建設負担金 13,300

２．償還金 414,932
１．企業債償還金 414,932

資 本 的 収 入 及 び 支 出

５．受益者負担金及び
    分担金



１　総括

（単位：千円）

79

2,185

△ 89

本年度

前年度

比　較

2,1082,814

勤勉手当区　分 期末手当

特殊勤務手当

△ 11

本年度

前年度

比 　較 △ 16△ 225

120

36 1,472

△ 176

20,779 5,8747,967

2090 △ 490 0

300738

636

420

△ 39

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　分

職員数

00

4

合　　 　計

(千円)

26,6370

4 12,812

手当

(千円)

26,653

特別職 計

(千円)(人) (千円) (千円)

12,763

(人)

一般職 報酬 給料

0 7,791 20,554 6,083

法 定 福 利 費

(千円)

給与費

手
当
の
内
訳 2,725

扶養手当

77

休日勤務手当

936

時間外勤務手当住居手当 通勤手当

618 540

区　分

本年度

前年度

比　較 △ 750△ 120

4072225
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２　給料及び手当の増減額の明細

扶養手当

住居手当
通勤手当

特殊勤務手当
時間外勤務・休日勤務手当

期末手当

勤勉手当

３　給料及び手当の状況

(1)　職員１人当たり給与

　　　

　　　

120

△ 11

38.0

平 均 年 齢

その他の増減分

261,975

（歳）

319,339

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額

△ 49

手　当 △ 176

平 均 給 与 月 額

△ 789

（円）

（円）

△ 89

令和３年11月１日現在

636

77

平 均 年 齢

一　　般　　行　　政　　職

説　　明 備　　　考

△ 176

増減額（千円）

給　料

区　分 増 減 事 由 内 訳（千円）

△ 49

△ 120

平 均 給 与 月 額 （円） 299,015

37.0

令和２年11月１日現在

（歳）

人員配置変更等
による増減

その他の減少分 人員配置変更等
による減

263,375（円）平 均 給 料 月 額



(2)　初任給

(3)　級別職員数

100.0

25.0

一　般　会　計　の　制　度

182,200

－ 

－ 

構　　成　　比　　　　（％）

－ 

職　　員　　数　　（人）

一　般　行　政　職　　　　（円）

２　　級

４　　級

区　　　　　　　分

一　　　　般　　　行　　　政　　　職

182,200

150,600

３　　級

2

３　　級

1
令和２年11月１日現在

50.0

4

職　　員　　数　　（人）

６　　級

25.0

構　　成　　比　　　　（％）

７　　級

計 100.0

－ － 

－ 

５　　級 － 

２　　級

－ 

－ 

1 25.0１　　級

－ 

1

25.0

50.0

計

－ 

4

－ 

５　　級 － 

1

－ 

４　　級

区　　　　　　　分

－ ７　　級

１　　級 2

一　　　　般　　　行　　　政　　　職

級

６　　級

－ 

令和３年11月１日現在

一　　般　　行　　政　　職　　　（円）

区　　　　　　　分

150,600

大　　　学　　　卒

高　　　校　　　卒

級
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（級別の標準的な職務内容）

(4)　特殊勤務手当

(5)　期末手当・勤勉手当

100.00

備　    考

主　幹 主事補

有2.150

課長補佐 主　任

課  長

全　　　　職　　　　種

2.225

2.150 4.300

主　査

３　級

0.20

主任主査

支　給　期　別　支　給　率

支給対象職員の比率　　　（％）

0.20

区　　　　　　　分

支　給　率　計  職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
 級 等 に よ る 加 算 措 置12月　（月分）

１．施設事故処理手当　　　２．滞納整理等業務手当

６月　（月分）

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　分

(令和３年11月１日現在)
100.00

給料総額に対する比率　　（％）

（月分）

一　般　行　政　職

参　事

一　般　行　政　職

前年度

2.150一般会計の制度(見込み)

4.450

2.150

2.225

本年度(見込み)

有

有4.300

６　級

部　長

４　級５　級 １　級区　　　　分

主　事

２　級

係　長

７　級



(6)　定年退職及び早期退職に係る退職手当

(7)　その他の手当

通　　勤　　手　　当 異 支給段階数の相違

区　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

住　　居　　手　　当

扶　　養　　手　　当 同

同

差 異 の 内 容

定年前早期退職特例措置

（月分）

47.709000

その他の加算措置等 備　考

33.270750
（支給率等）

24.586875

25年勤続の者

（月分）
区　　分

20年勤続の者

（月分）

最 高 限 度

定年前早期退職特例措置
47.709000

47.709000

35年勤続の者

47.709000
（２％～45％加算）

（月分）

33.270750
（２％～45％加算）

24.586875
一般会計の制度

支　給　率　等
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１．固定資産

（１）　有形固定資産

イ 構築物 10,216,907,453

減価償却累計額 △ 1,221,761,919 8,995,145,534

ロ 機械及び装置 107,057,807

減価償却累計額 △ 57,768,466 49,289,341

ハ 車両及び運搬具 40,100

減価償却累計額 △ 0 40,100

ニ 工具器具及び備品 44,786

減価償却累計額 △ 18,982 25,804

ホ 建設仮勘定 25,512,000

有形固定資産合計

（２）　無形固定資産

イ 施設利用権 651,856,576

無形固定資産合計 651,856,576

固定資産合計

２．流動資産

（１）　現金預金 86,261,365

（２）　未収金 28,332,610

　　　　貸倒引当金 △ 452,969 27,879,641

（３）　その他流動資産 500,000

流動資産合計 114,641,006

資産合計 9,836,510,361

9,721,869,355

令和４年度　　御嵩町下水道事業予定貸借対照表
（令和５年３月３１日）

（単位：円）
資　産　の　部

9,070,012,779



３．固定負債

（１）　企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 3,169,675,301

企業債合計 3,169,675,301

（２）　引当金

イ 退職給付引当金 33,589,000

引当金合計 33,589,000

固定負債合計 3,203,264,301

４．流動負債

（１）　企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 398,192,964

企業債合計 398,192,964

（２）　未払金 28,646,786

（３）　引当金

イ 賞与引当金 1,943,000

引当金合計 1,943,000

（４）  その他流動負債 2,600,000

流動負債合計 431,382,750

５．繰延収益

（１）　長期前受金 3,221,292,534

（２）　長期前受金収益化累計額 △ 415,995,125

（３）　建設仮勘定長期前受金 8,150,000

繰延収益合計 2,813,447,409

負債合計 6,448,094,460

負　債　の　部
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６．資本金 3,157,652,853

７．剰余金

（１） 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 230,763,048

利益剰余金合計 230,763,048

剰余金合計 230,763,048

資本合計 3,388,415,901

負債資本合計 9,836,510,361

資　本　の　部



注　記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）固定資産の減価償却の方法

　　　ア　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　構築物 　１０年～５０年

　　　　　機械及び装置 　１０年～２０年

　　　　　車両及び運搬具 　　　　４～６年

　　　　　工具器具及び備品 　　　５～１０年

　　　イ　無形固定資産

　　　　・減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　施設利用権 　　　　　５０年

　（２）引当金の計上方法

　　　ア　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため当事業年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、岐阜県市町

　　　村職員退職手当組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。

　　　イ　賞与引当金

　　　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給

　　　見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４カ月分）を計上している。

　　　ウ　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

　（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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２　予定貸借対照表に関する注記

　（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　（２）引当金の取崩し

　　　ア　賞与引当金の取崩し

３　セグメント情報に関する注記

　　下水道事業単一のセグメントであるため、記載を省略している。

　　　も含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１，９０７，９９７千円である。

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度末日の翌日から起算して１年以内に償還期限が到来するもの

　　　取り崩す予定である。

　　　　令和４年度において、期末・勤勉手当6月分（法定福利費含む）を支給するため、賞与引当金を２，０３８千円



１．固定資産

（１）　有形固定資産

イ 構築物 10,149,891,453

減価償却累計額 △ 917,665,919 9,232,225,534

ロ 機械及び装置 107,057,807

減価償却累計額 △ 45,321,466 61,736,341

ハ 車両及び運搬具 40,100

減価償却累計額 △ 0 40,100

ニ 工具器具及び備品 44,786

減価償却累計額 △ 18,982 25,804

ホ 建設仮勘定 25,576,000

有形固定資産合計 9,319,603,779

（２）　無形固定資産

イ 施設利用権 665,462,576

無形固定資産合計 665,462,576

固定資産合計 9,985,066,355

２．流動資産

（１）　現金預金 78,539,974

（２）　未収金 27,812,910

　　　　貸倒引当金 △ 322,969 27,489,941

（３）　その他流動資産 1,000,000

流動資産合計 107,029,915

資産合計 10,092,096,270

令和３年度　　御嵩町下水道事業予定貸借対照表
（令和４年３月３１日）

（単位：円）
資　産　の　部
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３．固定負債

（１）　企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 3,530,068,265

企業債合計 3,530,068,265

（２）　引当金

イ 退職給付引当金 33,589,000

引当金合計 33,589,000

固定負債合計 3,563,657,265

４．流動負債

（１）　企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 414,931,465

企業債合計 414,931,465

（２）　未払金 27,756,230

（３）　引当金

イ 賞与引当金 2,038,000

引当金合計 2,038,000

（４）  その他流動負債 2,600,000

流動負債合計 447,325,695

５．繰延収益

（１）　長期前受金 3,202,742,534

（２）　長期前受金収益化累計額 △ 313,460,125

（３）　建設仮勘定長期前受金 8,150,000

繰延収益合計 2,897,432,409

負債合計 6,908,415,369

負　債　の　部



６．資本金 3,013,002,853

７．剰余金

（１） 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 170,678,048

利益剰余金合計 170,678,048

剰余金合計 170,678,048

資本合計 3,183,680,901

負債資本合計 10,092,096,270

資　本　の　部
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（単位：円）

１．営業収益

（１）下水道使用料 186,364,000

（２）その他営業収益 773,000 187,137,000

２．営業費用

（１）管渠費 17,791,000

（２）業務費 9,456,000

（３）総係費 26,447,000

（４）流域下水道維持管理負担金 98,182,000

（５）減価償却費 343,721,000

（６）資産減耗費 200,000 495,797,000

営　業　損　失 308,660,000

３．営業外収益

（１）受取利息及び配当金 1,000

（２）他会計負担金 269,631,000

（３）他会計補助金 68,916,000

（４）長期前受金戻入 104,164,000

（５）雑収益 9,999,000 452,711,000

４．営業外費用

（１）支払利息 79,388,000

（２）雑支出 1,878,000 81,266,000

371,445,000

経　常　利　益 62,785,000

令和３年度　　御嵩町下水道事業予定損益計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）



５．特別損失

（１）過年度損益修正損 1,000,000 1,000,000 1,000,000

当年度純利益 61,785,000

その他未処分利益剰余金変動額 108,893,048

当年度未処分利益剰余金 170,678,048
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注　記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）固定資産の減価償却の方法

　　　ア　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　構築物 　１０年～５０年

　　　　　機械及び装置 　１０年～２０年

　　　　　車両及び運搬具 　　　４年～６年

　　　　　工具器具及び備品 　　５年～１０年

　　　イ　無形固定資産

　　　　・減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　施設利用権 　５０年

　（２）引当金の計上方法

　　　ア　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため当事業年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、岐阜県市町

　　　村職員退職手当組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。

　　　イ　賞与引当金

　　　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給

　　　見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４カ月分）を計上している。

　　　ウ　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

　（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。



２　予定貸借対照表に関する注記

　（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　（２）引当金の取崩し

　　　ア　賞与引当金の取崩し

３　セグメント情報に関する注記

　　下水道事業単一のセグメントであるため、記載を省略している。

　　　も含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は２，１７０，１７７千円である。

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度末日の翌日から起算して１年以内に償還期限が到来するもの

　　　取り崩している。

　　　　令和３年度において、期末・勤勉手当6月分（法定福利費含む）を支給するため、賞与引当金を２，２５６千円
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収　入 （単位：千円）
款 項 目 節 金　　　　額 科 目 区 分 の 説 明

１．下水道事業収益 650,100

１．営業収益 207,200

１．下水道使用料 206,000

１．下水道使用料 206,000

２．その他営業収益 1,200

２．手数料 100 督促手数料

３．雑収益 1,100 下水道使用負担金（可児市）

２．営業外収益 442,890

１．受取利息及び 1

　  配当金 １．預金利息 1

２．他会計負担金 254,024

１．他会計負担金 254,024 一般会計負担金

３．他会計補助金 74,782

１．他会計補助金 74,782 一般会計補助金

４．長期前受金戻入 102,535

１．長期前受金戻入 102,535 減価償却見合い分

５．雑収益 10,987

３．延滞金 10

４．その他雑収益 10,977 流域建設負担金過年度調整額還付金

指定店登録更新手数料

６．消費税還付金 561

１．消費税還付金 561

３．特別利益 10

１．過年度損益修正益 10

１．過年度損益修正益 10

令和４年度　御嵩町下水道事業会計予算実施計画明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出



支　出 （単位：千円）

款 項 目 節 金　　　　額 科 目 区 分 の 説 明

１．下水道事業費用 590,000

１．営業費用 511,669

１．管渠費 23,730

10．備消品費 100

13．動力費 770 施設電気料

15．修繕費 6,000 管渠等修繕費

19．通信運搬費 518 施設電話料

20．材料費 200

21．賃貸料 12 土地使用料

22．委託料 15,395 施設監視及び管理業務委託料

管渠等清掃点検調査業務委託料

24．手数料 735 接続点水質検査手数料

２．業務費 9,501

22．委託料 9,500 下水道使用料徴収事務委託料

24．手数料 1 口座自動振替手数料

３．総係費 27,098

１．給料 7,212 給料

２．手当 3,134 手当

３．賞与引当金繰入額 954 賞与引当金

５．法定福利費 3,233 職員共済組合負担金・退職手当組合負担金

６．法定福利費引当金繰入額 185 法定福利費引当金

９．旅費 63 普通旅費等

10．備消品費 150 事務用消耗品費等

11．燃料費 112 自動車燃料費

15．修繕費 100 備品等修繕費

19．通信運搬費 118 郵便料

21．賃借料 10 説明会等会場借上料

22．委託料 5,064 下水道台帳更新業務委託料

会計システム等保守業務委託料

企業会計制度対応業務委託料

23．印刷製本費 70

24．手数料 88 車検点検手数料、ガス検知器点検手数料

25．研修費 375 研修会負担金
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支　出 （単位：千円）

款 項 目 節 金　　　　額 科 目 区 分 の 説 明

27．負担金 6,072 木曽川右岸流域浄水事業促進協議会負担金

全国町村下水道推進協議会負担金

日本下水道協会負担金

人件費負担金

水洗化促進補助金

単独処理浄化槽撤去補助金

28．保険料 28 自動車保険料

34．貸倒引当金繰入額 130 営業収益貸倒引当金

108,000

１．流域下水道維持管理負担金 108,000 流域分、可児市分

５．減価償却費 342,240

１．有形固定資産減価償却費 316,543

２．無形固定資産減価償却費 25,697

６．資産減耗費 1,100

１．固定資産除却費 1,100

２．営業外費用 75,366

１．支払利息 69,488

１．企業債利息 69,478 長期債利子

２．一時借入金利息 10

２．雑支出 1,878

１．その他雑支出 1,878

３．消費税 4,000

１．消費税 4,000

３．特別損失 1,000

１．過年度損益修正損 1,000

１．過年度損益修正損 1,000

４．予備費 1,965

１．予備費 1,965

１．予備費 1,965

収　入 （単位：千円）

款 項 目 節 金　　　　額 科 目 区 分 の 説 明

１．資本的収入 201,000

１．企業債 37,800

１．企業債 37,800

１．企業債 37,800 公共下水道事業債（建設事業）
流域下水道事業債（負担金）

４．流域下水道維持
　  管理負担金

資 本 的 収 入 及 び 支 出



収　入 （単位：千円）
款 項 目 節 金　　　　額 科 目 区 分 の 説 明

２．出資金 144,650

１．出資金 144,650

１．出資金 144,650 一般会計出資金

３．他会計補助金 11,544
１．他会計補助金 11,544

１．他会計補助金 11,544 一般会計補助金

４．補助金 3,850

１．補助金 3,850

１．国庫補助金 3,850 社会資本整備総合交付金

3,156

１．受益者負担金及び 3,156

　　分担金 １．受益者負担金 3,086

２．受益者分担金 70

支　出 （単位：千円）

款 項 目 節 金　　　　額 科 目 区 分 の 説 明

１．資本的支出 505,000

１．建設改良費 90,068

１．下水道施設費 76,768

１．給料 5,551 給料

２．手当 3,703 手当

５．法定福利費 2,665 職員共済組合負担金・退職手当組合負担金

15．修繕費 2,251 施設等修繕費

20．材料費 200 公共汚水ます部材一式

21．賃借料 300 土地及び機械等借上料

30．報償費 848 受益者負担金一括納付報奨金

31．工事請負費 59,250 北切地区面整備工事費

比衣地区面整備工事費

伏見西汚水幹線非開削補強工事費

新庁舎等整備関連下水道布設工事費

その他整備工事費

32．補償費 2,000 地下埋設物等支障移転補償費

２．建設負担金 13,300

27．負担金 13,300 木曽川右岸流域下水道事業建設負担金

２．償還金 414,932

１．企業債償還金 414,932

１．企業債元金償還金 414,932 長期債元金

５．受益者負担金
　  及び分担金
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（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 60,085,000

減価償却費 342,240,000

固定資産除却費 1,100,000

引当金の増減額（△は減少） △ 769,000

長期前受金戻入額 △ 102,535,000

受取利息及び受取配当金 △ 1,000

支払利息 69,488,000

未収金の増減額（△は増加） △ 519,700

その他の流動資産の増減額（△は増加） 500,000

未払金の増減額（△は減少） 470,095

小計 370,058,395

利息及び配当金の受取額 1,000

利息の支払額 △ 69,488,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 300,571,395

令和４年度　御嵩町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）



Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 78,918,539

国庫補助金等による収入 3,850,000

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 11,544,000

工事負担金の受け入れによる収入 3,156,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 60,368,539

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 37,800,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 414,931,465

他会計からの出資による収入 144,650,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 232,481,465

Ⅳ　資金増加額（又は減少額） 7,721,391

Ⅴ　資金期首残高 78,539,974

Ⅵ　資金期末残高 86,261,365
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